
平成１５年（行ケ）第１７１号　審決取消請求事件
平成１５年１０月２１日判決言渡，平成１５年８月２８日口頭弁論終結

　　　　　判　　　　決
　原　　　告　　　　福岡繊維工業株式会社
　訴訟代理人弁護士　河合英男，弁理士　野原利雄
　被　　　告　　　　株式会社角川ホールディングス
　訴訟代理人弁理士　西浦嗣晴，深川英里

　　　　　主　　　　文
　原告の請求を棄却する。
　訴訟費用は原告の負担とする。

　　　　　事実及び理由
第１　原告の求めた裁判
　「特許庁が無効２００２－３５１７６号事件について平成１５年３月１８日にし
た審決を取り消す。」との判決。

第２　事案の概要
　本件は，被告の後記本件商標の登録が無効であると主張する原告が，無効審判の
請求をしたところ，審判の請求は成り立たないとの審決がされたため，同審決の取
消しを求めた事案である。
　１　前提となる事実等
　(1)　特許庁における手続の経緯
  (1-1)　本件登録商標
　商標権者：被告
　本件商標：「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」の欧文字を横書きしてなるもの。
　指定商品：第２５類「被服，ガター，靴下止め，ズボンつり，バンド，ベルト，
履物，運動用特殊衣服，運動用特殊靴」
　登録出願日：平成６年９月１日
　登録査定日：平成９年２月１３日
　設定登録日：平成９年５月９日
　登録番号：第３３０２５７１号
　(1-2)　本件手続
　無効審判請求日：平成１４年５月８日（無効２００２－３５１７６号）
　審決日：平成１５年３月１８日
　審決の結論：「本件審判の請求は，成り立たない。」
　審決謄本送達日：平成１５年３月２７日（原告に対し）
　更正決定：平成１５年４月７日
　(2)　審決の理由の要旨
　別紙の審決書の写し及び更正決定書の写しに記載のとおりである。要するに，本
件商標と引用Ａ商標ないし引用Ｇ商標とは，称呼，外観及び観念のいずれにおいて
も相紛れるおそれのない非類似の商標と認められるので，商標法４条１項１１号，
同１０号の規定に該当するものではなく，本件商標登録を無効とすることはできな
い，というものである。

　２　原告の主張（審決取消事由）の要点
　(1)　取消事由１（類否判断の誤り）
　(1-1)　称呼上の類否
　本件商標の構成中，前半部の「Ｔｏｋｙｏ」の文字が首都「東京」を意味する英
語表記であり，本件商標の指定商品である「被服」との関連では，東京を販売地，
提供地，デザイン発信地とする商品であることを示したものであると，取引者，需
要者に理解されることが少なからずあるというべきである。この事情を勘案すれ
ば，本件商標の識別標識としての要部は，後半部の「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分に
あるということができ，少なくとも前半部の「Ｔｏｋｙｏ」と後半部の「Ｗａｌｋ
ｅｒ」とでは，識別力に格段の差異がある。そうすると，本件商標からは，構成文
字全体に相応して「トーキョーウォーカー」の称呼が生ずるとともに，主要部であ
る「Ｗａｌｋｅｒ」の欧文字部分から「ウォーカー」の称呼が生ずるというべきで



ある。
　審決は，本件商標を「Ｔｏｋｙｏ」と「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分に分離して，
称呼，観念しなければならないとする特段の事情が存するとは認められないとする
が，被服について，「Ｔｏｋｙｏ（東京）」の文字は，販売地等を表示するものと
して広く使用されていることは顕著な事実である。本件商標中「Ｔｏｋｙｏ」の欧
文字は，原則的には，販売地又は提供地等を示したものと認めなければならない。
　「雑誌」については，又は，地域性の強い「役務」については，従来から，「Ｔ
ｏｋｙｏ（東京）」の文字が他の文字と結合することによって，識別力のある構成
要素と認められている例もあるが，「Ｔｏｋｙｏ（東京）」の文字に識別力を認め
るに足りる合理的，かつ，特別な業界事情があるのであって，これらの商品や役務
についての取扱や認定が他の商品の商標についての一般原則としてそのまま通用す
るものではない。特に，被服業界にあっては，「Ｔｏｋｙｏ（東京）」の文字は，
単に商品の販売地，提供地を示すにとどまらず，パリ，ミラノとともに，世界の三
大ファッション情報発信基地の一つとして世界的に著名な首都名であり，現に，被
服等の東京発のファッション関連商品には，商標の前後又は上下に，上記の意味合
いで「Ｔｏｋｙｏ」又は「東京」の文字が多用されていることも顕著な事実であ
る。
　以上の被服業界の諸事情からすれば，審決が上記のような理由で，本件商標の称
呼を「トーキョーウォーカー」のみに限定したのは誤りである。
　限定するのであれば，必ず一連にのみ称呼されるとする特段の事情を示さなけれ
ばならないというべきである。審決がその理由として挙げるところは，上記の被服
業界における諸事情を凌駕して，一連一体にのみ把握すべき特段の事情に当たると
は認め難い。むしろ，本件商標中「Ｔ」と「Ｗ」の文字のみが大文字で大きく書さ
れ，前後に分離可能な態様となっており，「Ｗａｌｋｅｒ」には，「Ｔｏｋｙｏ」
と一体なものとして把握すべきほどの語意的な関係がないことなども勘案すると，
本件商標からは「ウォーカー」の称呼も生ずるというべきである。
　(1-2)　観念上の類否
　本件商標からは，引用商標と同じ「散歩する人」又は「歩行者」との観念が生ず
るものであり，審決の認定は誤っている。
　「Ｔｏｋｙｏ」と「Ｗａｌｋｅｒ」の欧文字は，語意的に必ずしも一体なものと
して把握すべきほどの関係になく，仮に，本件商標から「東京を散歩する人」又は
「東京歩行者」の意味合いが生ずるとしても，極めて不自然な結合語であって，東
京タワー，東京物語のように自然に使用される合成語ではない。本件商標に上記意
味合いが認められるからといって，本件商標と引用商標との類似性を否定するほど
の要因とはなり得ない。
　また，仮に，本件商標から「東京を散歩する人」又は「東京歩行者」の観念を取
引者，需要者が認識することがあっても，前記被服業界の諸事情にかんがみれば，
「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分から，引用商標と同一の「散歩する人」又は「歩行
者」との観念を生ずるというべきである。
　(2)　取消事由２（要旨変更との判断の誤り）
　審決は，原告の平成１４年９月９日付けの弁駁書につき，請求の要旨を変更する
ものであると誤って判断し，その結果，本件商標の商標法４条１項１０号の該当性
を否定した。
　(3)　取消事由３（周知性の判断の誤り）
　審決は，上記(2)の誤りを犯した結果，周知性に関する原告の主張，証拠を参酌す
る程度にとどめたため，本件商標の商標法４条１項１０号の該当性を否定した違法
がある。
　周知商標として主張する引用Ｃ商標ないし引用Ｇ商標は，原告が昭和４３年から
現在に至るまで紳士用衣料品に永年使用継続している主力商標であり，本社ビル等
で表示していることとも相まって，昭和５０年代には，神田岩本町，横山町，馬喰
町界隈では極めて著名となっており，各地の直営店の店舗名として使用し，多くの
量販店や専門店に対する納品実績から，業界取引者間では全国的にも広く認識され
るに至っていた。平成８年からはグンゼ株式会社が原告とのライセンス契約に基づ
き，婦人用ストッキングについて使用を開始した結果，より一層の周知性を獲得す
るに至った。
　「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」が被告の「タウン情報誌」の商標としてある程度の
著名性を獲得していることを否定するものではないが，被服業界において何らの実
績のない被告と，大正６年以来，一貫して繊維被服業界において事業展開してきた



原告との当業界での関わり合いの圧倒的な差を考えれば，少なくとも，当業界での
取引者間においては，商標「Ｗａｌｋｅｒ／ウォーカー」は，原告商品の被服を表
示するものとして周知であることは明らかであり，まして，本件商標の出願日又は
査定日当時にあっては疑問の余地がない。
　被告が指定商品に本件商標を使用することがあれば，原告の商品イメージや原告
商標の財産的価値を著しく損ない，需要者に誤解を与えかねない。

　３　被告の主張の要点
　(1)　取消事由１（類否判断の誤り）に対して
　(1-1)　被告は，商標「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」を雑誌について継続的に使用し
ている。被告は，雑誌「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」を「東京ウォーカー」，「Ｔｏ
ｋｙｏＷａｌｋｅｒ」又は「東京ウォーカー／ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」の態様に
より，平成２年から発行し，現在に至るまで継続して発行している。この雑誌は，
ファッションからエンターテインメントまでの各種情報を紹介する総合情報誌とし
て全国規模で発売されている。その結果，商標「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」は，被
告が発行する雑誌の商標として全国的に周知著名に至っている。
　上記総合情報誌により提供する情報の対象は，ファッション，エンターテインメ
ント，飲食店，映画，音楽，旅行等の幅広い分野にわたり，その著名性は雑誌にと
どまらず，商標「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」が被服，趣向品等の幅広い商品，役務
に使用されたときに，それらの使用が雑誌の「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」と関係が
あるものと一般需要者が誤認するほどのものになっている。「ＴｏｋｙｏＷａｌｋ
ｅｒ」ブランドには，著名性に基づく高い業務上の信用が化体し，高い顧客吸引力
が発生している。
　被告は，この著名商標を自ら使用する意思のほか，各種の商品，役務に使用した
いという社会の要求に応えてブランド・ライセンス事業を展開するために，雑誌の
みならず，被服を含むその他の商品についても「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」などの
商標権を取得している。
　(1-2)　本件商標と引用Ａ商標ないし引用Ｇ商標との審決の類否判断に誤りはな
い。
　本件商標の要部が後半部の「Ｗａｌｋｅｒ」であり，本件商標中の「Ｗａｌｋｅ
ｒ」の欧文字部分から「ウォーカー」の称呼も生じるとの原告の主張は誤りであ
る。
　既登録商標をみても，結合商標の一部を構成する商標として「Ｗａｌｋｅｒ（Ｗ
ＡＬＫＥＲ，ウォーカー）」の語が多用されており，被服に関しては，「Ｗａｌｋ
ｅｒ（ＷＡＬＫＥＲ，ウォーカー）」の語は識別性の強い語とはいい難く，他の語
と組み合わされることにより，一連一体の商標として認識されるものである。ま
た，「地名+Ｗａｌｋｅｒ（ウォーカー）」との商標が登録商標「ＷＡＬＫＥＲ」等
と非類似の商標として多数併存しており，商標「地名+Ｗａｌｋｅｒ（ウォーカ
ー）」は「地名」と「Ｗａｌｋｅｒ（ウォーカー）」とに分離されて商標の類否が
判断されることなく，最終的には一連一体の商標として「Ｗａｌｋｅｒ（ウォーカ
ー）」とは非類似の商標と判断されていることを示している。
　原告は，本件商標の「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分から，引用商標と同一の「散歩
する人」又は「歩行者」との観念を生ずると主張するが，前記のように，本件商標
の要部を後半部の「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分にあるとの原告の判断には誤りがあ
るから，上記原告の主張も誤りである。
　(2)　取消事由２（要旨変更との判断の誤り）に対して
　原告の審判請求書には商標法４条１項１０号に関する証拠は何ら添付されておら
ず，弁駁書で新たに追加した証拠は，明らかに主要証拠である。したがって，要旨
変更に当たるとした審決の判断に誤りはない。
　(3)　取消事由３（周知性の判断の誤り）に対して
　前記のように，本件商標と引用Ａ商標ないし引用Ｇ商標とは，客観的に非類似で
ある。よって，仮に，引用Ｃ商標ないし引用Ｇ商標が周知商標であっても，商標法
４条１項１０号に該当しない。
　また，そもそも前記弁駁書における証拠の追加は，主要証拠の追加であって認め
られないので，引用Ｃ商標ないし引用Ｇ商標の周知性は，何ら立証されていない。
　新たに提出された証拠をみても，引用商標の周知性を立証するに足るものとは認
め難い。
　審決の判断に誤りはない。



第３　当裁判所の判断
　１　取消事由１（類否判断の誤り）について
　(1)　審決は，本件商標「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」の書された文字が，同じ書
体，同じ間隔で，まとまりよく一体的に表されているものであるから，外観上一体
として把握し得るものであること，「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」から生ずる「トー
キョーウォーカー」の称呼も，よどみなく一連に称呼し得るものであること，殊
更，これを「Ｔｏｋｙｏ」と「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分に分離して，称呼，観念
しなければならないとする特段の事情が存するとも認められないこと，本件商標構
成中の「Ｔｏｋｙｏ」の文字部分が我が国の首都名及び産地・販売地名を表す語と
して使用される場合があるとしても，かかる構成においては，商品の生産地，販売
地等を表示したというよりは，需要者間に，全体をもって一体不可分の構成の商標
と認識し，把握されるものとみるのが自然であることを述べた上，本件商標は，そ
の構成文字全体に相応して「トーキョーウォーカー」の一連の称呼と「東京を散歩
する人」のごとき観念を生ずる商標であると判断するのが相当である，と説示し
た。そして，審決は，以上の説示に立って，本件商標と引用Ａ商標ないし引用Ｇ商
標とにつき，称呼，外観及び観念を対比し，相紛れるおそれのない非類似の商標で
あるとした。
　(2)　これに対して，原告は，前記取消事由１のとおり主張するが，その主張を考
慮してもなお，当裁判所は，審決が挙げる上記の各理由はいずれも首肯し得るもの
であって，審決の上記認定判断は，是認し得るものと判断する。
　(3)　この点については，審決が簡潔に挙げた上記理由のほか，次のような事情に
も照らせば，一層明らかである。
　(3-1)　証拠（甲２，３，乙１－５に添付された書証のうち乙１，２，３，６，９
と表示されたもの〔枝番号付きのものも含む。〕，乙１－９に添付された書証のう
ち乙２４－１・２と表示されたもの，乙２－１～２５）及び弁論の全趣旨によれ
ば，次の事実が認められる。
　本件商標は，前記のとおり，「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」の欧文字を横書きして
なるもので，その態様は，「Ｔ」と「Ｗ」が大文字，その余が小文字の欧文字であ
り，「Ｔｏｋｙｏ」と「Ｗａｌｋｅｒ」との間にはスペースがないという特徴がみ
られる。本件商標の登録出願は平成６年９月１日，登録査定日は平成９年２月１３
日，設定登録日は平成９年５月９日である。
　被告は，これに先立ち，平成２年３月，「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」と題する週
刊の総合情報誌の発行を始めた。雑誌の表紙上部には，「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅ
ｒ」との雑誌名が大きく目を引く形で記載され，上記のような本件商標の特徴と酷
似した態様となっている。同雑誌は，エンターテインメント，飲食店，映画，音
楽，旅行等の幅広い分野にわたる情報を掲載するもので，ファッション関係の情報
も掲載されている。
　社団法人日本ＡＢＣ協会発行の「雑誌（公査レポート）」によれば，雑誌「Ｔｏ
ｋｙｏＷａｌｋｅｒ」の各号ごとの販売部数は，平成４年の平均が約２８万部，平
成５年の平均が約３８万部，上記登録出願日を含む平成６年の平均が約４２万部，
平成７年の平均が約４２万部，平成８年の平均が約４０万部，上記登録査定日を含
む平成９年の平均が約３７万部，平成１０年の平均が約２９万部，平成１１年の平
均が約２４万部，平成１２年の平均が約１７万部，平成１３年の平均が約１４万
部，平成１４年の平均が約１１万部となっている。ちなみに，上記販売部数を週刊
朝日のそれと比較しても，登録出願当時にはやや上回り，登録査定当時にはほぼ等
しいものであり，週刊情報誌としては販売部数が非常に多いといえる。被告は，雑
誌「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」をさきがけとして，「ＫａｎｓａｉＷａｌｋｅ
ｒ」，「ＴｏｋａｉＷａｌｋｅｒ」，「ＫｙｕｓｙｕＷａｌｋｅｒ」などのタイト
ルを付した各地域ごとの総合情報誌を続々と創刊していった。
　雑誌「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」は，東京を中心とする情報を総合的に扱うもの
であり，上記日本ＡＢＣ協会発行の「雑誌（発行社レポート）」によれば，配本の
比率は，東京，神奈川，埼玉，千葉が多いが，これに限定されているわけではな
く，広く全国各地に配本され，販売されている。
　(3-2)　以上の認定事実によれば，本件商標の登録査定日（平成９年２月１３日）
においてはもとより，登録出願日（平成６年９月１日）においても，雑誌名として
ではあるが，「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」との標章は，全国で周知著名となってい
たことが認められる。すなわち，雑誌名として一体不可分に認識される形で「Ｔｏ



ｋｙｏＷａｌｋｅｒ」が周知著名となっていたものと認められる。
　ところで，本件商標の指定商品は，雑誌ではなく，前記被服等である。しかし，
本件指定商品は，その性質からして，需要者は一般消費者であると認められるとこ
ろ，周知著名な「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」との標章が雑誌の表紙上部に大きく目
を引く形で記載されており，その表示と本件商標との表示態様の特徴が酷似してい
ること，同雑誌は，総合情報誌でファッション関係の情報が掲載されていることは
前認定のとおりである。そうすると，本件商標の登録出願日及び登録査定日の当時
において，一般消費者が被服等の本件商標の指定商品を購入ないし取引する際に，
本件商標「ＴｏｋｙｏＷａｌｋｅｒ」に接した場合にも，容易に「ＴｏｋｙｏＷａ
ｌｋｅｒ」を一体不可分のものとして認識し，被告ないしは上記雑誌に関係する商
品であると想起するものと推認される。この点は，被服等の取引業者についても同
様であって，業者ゆえに一般消費者以上に本件各引用商標を知っているとは推察さ
れるが，そのことが上記認定を妨げるものではない。
　(4)　原告は，被服業界の事情から，本件商標中「Ｔｏｋｙｏ」の欧文字は，原則
的には，販売地又は提供地等を示したものと認めなければならず，本件商標の識別
標識としての要部は，後半部の「Ｗａｌｋｅｒ」の文字部分であることを主張する
が，前判示のとおり，被服等の一般消費者が本件商標に接した場合に，原告主張の
ように認識するものとは認められない。
　その他，原告主張の取消事由１は，採用することができない。
　２　取消事由２（要旨変更との判断の誤り）及び取消事由３（周知性の判断の誤
り）について
　上記主張は，いずれも，商標法４条１項１０号に関して引用された引用Ｃ商標な
いし引用Ｇ商標の周知事実に関するものである。しかし，既に判示したとおり，こ
れらと本件商標とはそもそも非類似であると認められるので，周知性に関する取消
事由２，３の点について判断するまでもなく，本件商標が商標法４条１項１０号に
該当しないことは明らかである。これと同旨の審決の判断に誤りはない（ちなみ
に，付言すると，証拠（甲１０，１１）によれば，原告は，本件審判請求書におい
て，商標法４条１項１１号のほか，同項１０号についても主張しながら，同号の要
件である引用商標の周知事実に関する証拠は何ら添付せず，したがって，同号によ
る請求の理由について，証拠に基づく主張が何らされていないことが認められ，そ
の約４か月後の弁駁書において，初めて証拠を引用しつつ主張したことが認められ
る。原告の上記行為は，商標法５６条が準用する特許法１３１条１項，２項の趣旨
に反することは明らかである。）。
　３　結論
　以上のとおり，原告主張の審決取消事由は理由がないので，原告の請求は棄却さ
れるべきである。
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